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事 業 番 号 51 事業（取組）名 【新規】放課後FACT-ory～「こどもの学びを地域で支える」を
循環させる地域学習プラットフォームサービス～の推進事業

連 携 協 約 項 目 ３　圏域全体の生活関連機能サービスの向上
　イ　結びつきやネットワークの強化に係る政策分野（ICTインフラ整備）

事 業 概 要
子どもの学びを地域で支えるための「地域学習プラットフォーム」を構築し、子ども

の興味や好奇心と、地域の企業や団体等が持つ様々な情報とを、デジタル技術によって
結びつけ、子どもの学習や体験の選択肢を拡げる。

連携して得られ
る成果

本圏域の企業、団体の活動を深く理解し、働く人との交流を活性化することで、シ
ビックプライドの醸成や、Uターン志向の上昇と、Uターン時に目指す地域企業の認知度
拡大を、生活圏域全体で狙う。

役割分担及
び費用負担
の考え方

高
松
市

地域再生計画の推進

連
携
市
町

GIGA端末へのWebアプリインストール・利用推進、地域コンテンツの参画協力

重要業績評価指標（KPI） 実績（令和４（2022）年度） 目標（令和10（2028）年度）

地域のコンテンツプログラム掲載数 ― 70件

事業費の見込み
（千円）

令和６（2024）
年度

令和７（2025）
年度

令和８（2026）
年度

令和９（2027）
年度

令和10（2028）
年度

34,430

ス ケ ジ ュ ー ル

連 携 す る 市 町
さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

● ● ● ● ● ● ●

放課後FACT-ory サービスの概要図

※連携する市町（●：令和６年度から新たに連携する市町）
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事 業 番 号 57 事業（取組）名 【新規】MICE参加者への情報発信を通じた大都市圏住民との交
流の促進事業

連 携 協 約 項 目
３　圏域全体の生活関連機能サービスの向上
　イ�　結びつきやネットワークの強化に係る政策分野（地域内外の住民との交流・移住

促進）

事 業 概 要
圏域内の市町で連携しながら、国際会議や全国会議等のMICE参加者に対して、圏域内

の課題解決を図りながら、住民と交流するイベントのPRを行うことで、大都市圏の住民
との交流を促進し、定住・定着につなげる。

連携して得られ
る成果

大都市圏の住民が多数を占めるMICE参加者との交流が促進されることで、大都市圏の
住民との交流促進と定住・定着への機運醸成。

役割分担及
び費用負担
の考え方

高
松
市

・MICE誘致と開催支援を主導することで、MICE参加者に対するイベント情報を提供す
る機会を創出

・MICE誘致・開催支援に要する費用を負担
連
携
市
町

・圏域内の住民との交流促進イベントのPR
・イベントの開催費用とイベントPRツールの作成に要する費用を負担

重要業績評価指標（KPI） 実績（令和４（2022）年度） 目標（令和10（2028）年度）

MICE参加者に向けてPRする取組
事業数 ４件 10件

事業費の見込み
（千円）

令和６（2024）
年度

令和７（2025）
年度

令和８（2026）
年度

令和９（2027）
年度

令和10（2028）
年度

96,000

ス ケ ジ ュ ー ル

連 携 す る 市 町
さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町

● ● ● ● ● ● ●

ビーチクリーンアップ活動

※連携する市町（●：令和６年度から新たに連携する市町）

Ⅵ. 将来像実現に向けた連携事業
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連携中枢都市圏ビジョン策定の経緯

年月日 会議等 摘　　要

平成27年
７月23日 ビジョン策定懇談会 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏（仮称）等について

協議

８月14日 推進委員会 「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏（仮称）」での取組
等について協議

８月28日 ビジョン策定懇談会 連携中枢都市宣言（案）、「瀬戸・高松広域連携中枢
都市圏（仮称）」の取組事業等について協議

９ 月 ４ 日 ■連携中枢都市宣言

11月13日 ビジョン策定懇談会 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏（仮称）の取組事業
等について協議

11月16日 推進委員会 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏（仮称）の取組事業
等について協議

12月 ■�各市町12月議会において、「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏形成に係る連携協約」
について議決

平成28年
２ 月 ８ 日 ビジョン策定懇談会 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮称）案

について協議

２月16日 ■合同調印式、記念講演会

３月29日 推進委員会 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（案）につ
いて協議

３月末 ★瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン策定

令和５年
８月17日 ビジョン懇談会 第２期瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの方

向性協議

令和６年
１月22日 ビジョン懇談会 第２期瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（基

本構想）協議

３月28日 推進委員会 第２期瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（基
本構想＋取組事業）協議

３月末 ★第２期瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン策定
（注）・推進委員会…連携市町の首長、議長で構成する「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏推進委員会」

・ビジョン策定懇談会…外部の有識者等で構成する「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン（仮称）策定懇談会」
　　・ビジョン懇談会…外部の有識者等で構成する「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会」



72

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏推進委員会規約
（名称）
第１条　この会は、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏推進委員会（以下「委員会」という。）と称する。

（目的）
第２条　委員会は、国の連携中枢都市圏構想の下、相当の規模と中核性を備える圏域の中心的な役割

を担う高松市（以下「連携中枢都市」という。）と連携中枢都市と連携する意思を有する市町（以下
「連携市町」という。）とが、役割分担と相互の連携協力の下に行う取組等について協議し、人口減
少、少子・超高齢社会においても、経済を活性化し、圏域全体の魅力を高めるとともに、住民が安心
して快適に暮らすことのできる圏域を形成することを目的とする。

（所掌事務）
第３条　委員会は、次に掲げる事項について協議する。
⑴　連携中枢都市圏構想推進要綱（平成26年８月25日総行市第200号。以下「要綱」という。）第５

の規定に基づく連携中枢都市圏形成に係る連携協約に関すること。
⑵　要綱第６の規定に基づく連携中枢都市圏ビジョンに関すること。
⑶　前２号に掲げるもののほか、委員会の目的を達成するために必要な事項

（組織）
第４条　委員会は、次に掲げる者をもって充てる委員で組織する。
⑴　連携中枢都市及び連携市町（以下「関係市町」という。）の長
⑵　関係市町の議会の議長

（会長及び副会長）
第５条　委員会に会長及び副会長をそれぞれ１人置く。
２　会長は連携中枢都市の市長の職にある者を、副会長は会長が指名する委員をもって充てる。
３　会長は、会務を総理し、委員会を代表する。
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）
第６条　委員会の会議は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。
２　委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。
３　委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
４　会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。

（事務局）
第７条　委員会の事務局は、連携中枢都市に置く。

（委員会の運営の細則）
第８条　その他委員会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

附　則
　この規約は、平成27年８月14日から施行する。

資 料
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瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会設置要綱
（設置）
第１条　瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの策定又は変更に当たり、広く有識者等から意見を聴

くため、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会（以下「懇談会」という。）を置く。
（定義）
第２条　この要綱において「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン」とは、連携中枢都市圏構想推

進要綱（平成26年８月25日総行市第200号）第６の規定に基づき本市が策定する連携中枢都市圏ビ
ジョンをいう。

（意見を聴取する事項）
第３条　市長は、次に掲げる事項について意見を聴取する。
⑴　瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの策定又は変更に関すること。
⑵　瀬戸・高松広域連携中枢都市圏における経済成長のけん引等に係る取組に関すること。
⑶　前２号に掲げるもののほか、懇談会の目的を達成するために必要な事項

（組織）
第４条　懇談会は、委員19人以内で組織する。
２　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。
⑴　学識経験者
⑵　瀬戸・高松広域連携中枢都市圏形成に係る連携協約に基づき推進する取組事項に関連する分野の関

係者
⑶　瀬戸・高松広域連携中枢都市圏を構成する各自治体から推薦された者

（委員の任期）
第５条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）
第６条　懇談会に会長及び副会長をそれぞれ１人置く。
２　会長は委員の互選により定め、副会長は会長が指名する委員をもって充てる。
３　会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）
第７条　懇談会の会議は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。
２　懇談会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。
３　会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。

（部会）
第８条　会長は、必要があると認めるときは、委員の中から指名して部会を設置し、特定の事項につい

て検討等をさせることができる。
２　会長は、必要に応じて委員以外の者に部会への参加を求めることができる。
３　部会は、会長が指定した事項を検討し、その結果を会長に報告するものとする。
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（庶務）
第９条　懇談会及び部会の庶務は、政策局政策課において行う。

（懇談会の運営の細則）
第10条　この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長が懇談会に諮って定

める。

　　　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成28年３月15日から施行する。

（招集の特例）
２　この要綱による最初の懇談会の会議は、第７条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。

（最初に委嘱される委員の任期の特例）
３　この要綱の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第５条第１項本文の規定にかかわらず、

平成30年３月31日までとする。

　　　附　則
（施行期日）
この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

　　　附　則
（施行期日）
この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

資 料





圏域データ
〈図表Ⅱ-13〜34〉
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　　　　　　 �圏域内の従業者数からみた産業別特化係数の変化 
（平成24（2012）年・令和３（2021）年）

農林漁業 鉱業，採石業，
砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス
・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業不動産業，
物品賃貸業

学術研究，専門・技術
サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，
娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業
（他に分類されないもの）

2021年 2012年 全国

平成24（2012）年 令和３（2021）年 増減
農林漁業 1.22 1.29 0.06 
鉱業，採石業，砂利採取業・ 1.25 1.53 0.28 
建設業 1.12 1.17 0.05 
製造業 0.85 0.86 0.01 
電気・ガス　・熱供給・水道業 1.78 3.14 1.36 
情報通信業 0.75 0.65 −0.10 
運輸業，郵便業 1.06 0.91 −0.15 
卸売業，小売業 1.08 1.11 0.02 
金融業，保険業 1.18 1.25 0.06 
不動産業，物品賃貸業 0.98 1.06 0.07 
学術研究，専門・技術サービス業 0.83 0.72 −0.11 
宿泊業，飲食サービス業 0.91 1.00 0.09 
生活関連サービス業，娯楽業 1.04 1.02 −0.01 
教育，学習支援業 0.87 0.90 0.02 
医療，福祉 1.03 0.99 −0.04 
複合サービス事業 1.40 1.63 0.23 
サービス業（他に分類されないもの） 1.04 0.98 −0.06 

（注）特化係数…�圏域のある産業の従業者数が、圏域の全産業の従業者数に占める比率を、全国の当該産業の比率で割ったもの。値が１を超
えていれば、その産業は全国の平均的な産業構造に比べて集中していることを意味する。

（資料）総務省「経済センサス−活動調査」

図表Ⅱ-13
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　　　　　　 香川県内における圏域内市町の製造業従業者数の推移

69,679 69,578 70,467 70,080 68,820 

14.714.7 15.115.1 15.115.1 14.814.8 14.514.5

0
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60

70

80

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和2年
（2020）

その他県内 綾川町 直島町 三木町
小豆島町 土庄町 東かがわ市 さぬき市
高松市 圏域の県内シェア

（人） （％）

（注）従業員４人以上の事業所
（資料）経済産業省「工業統計」、総務省「経済センサス−活動調査」

　　　　　　 製造業の事業所数・従業者数・製造品出荷額等
（平成28年=100）

100.0
96.5 94.9

91.4
94.2

100.0

100.4 101.8 100.9

96.2

100.0

107.7

115.9

110.5
106.5

80

100

120

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和2年
（2020）

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

（単位：か所、人、億円）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和２年
（2020）

事業所数 997 962 946 911 939
従業者数 30,933 31,072 31,479 31,217 29,758
製造品出荷額等 11,623 12,515 13,466 12,838 12,379

（注）従業員４人以上の事業所
（資料）経済産業省「工業統計」、総務省「経済センサス−活動調査」

図表Ⅱ-14

図表Ⅱ-15

圏域データ
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　　　　　　 � 小売業の年間販売額（平成24(2012)年・令和３(2021)年）� （単位：百万円、％）

平成24（2012）年 令和３（2021）年 増減

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

高　松　市 444,230 49.7 611,570 54.7 167,340 4.9

さ ぬ き 市 30,441 3.4 33,323 3.0 2,882 −0.4

東かがわ市 21,648 2.4 25,117 2.2 3,469 −0.2

土　庄　町 15,982 1.8 17,131 1.5 1,149 −0.3

小 豆 島 町 9,038 1.0 7,213 0.6 −1,825 −0.4

三　木　町 18,380 2.1 21,570 1.9 3,190 −0.1

直　島　町 1,281 0.1 1,566 0.1 285 0.0

綾　川　町 25,774 2.9 29,054 2.6 3,280 −0.3

圏　域　計 566,774 63.5 746,544 66.7 179,770 3.3

香　川　県 892,942 100.0 1,118,721 100.0 225,779 0.0

（資料）総務省「経済センサス−活動調査」

　　　　　　 � 小売業の売場面積（平成24(2012)年・令和３(2021)年）� （単位：㎡、％）

平成24（2012）年 令和３（2021）年 増減

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比

高　松　市 613,550 42.7 705,643 47.2 92,093 4.5

さ ぬ き 市 53,037 3.7 59,343 4.0 6,306 0.3

東かがわ市 39,718 2.8 34,771 2.3 −4,947 −0.4

土　庄　町 31,062 2.2 31,627 2.1 565 0.0

小 豆 島 町 15,615 1.1 8,701 0.6 −6,914 −0.5

三　木　町 26,083 1.8 24,910 1.7 −1,173 −0.1

直　島　町 1,612 0.1 1,031 0.1 −581 0.0

綾　川　町 57,508 4.0 55,831 3.7 −1,677 −0.3

圏　域　計 838,185 58.3 921,857 61.6 83,672 3.3

香　川　県 1,437,053 100.0 1,495,490 100.0 58,437 0.0

（資料）総務省「経済センサス−活動調査」

図表Ⅱ-16a

図表Ⅱ-16b
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　　　　　　 �圏域内の主なサービス業の従業者数と県内構成比 
（平成24（2012）年・令和３（2021）年）� （単位：人、％）

平成24（2012）年 令和３（2021）年 増減
実数 県内構成比 実数 県内構成比 実数 県内構成比

全産業 266,711 62.5 268,697 62.2 1,986 　−0.3
情報通信業 5,802 91.8 5,957 93.2 155 1.4

通信業 1,956 94.7 1,982 99.8 26 5.1
情報サービス業 2,560 93.6 2,817 92.0 257 −1.6

運輸業，郵便業 16,722 61.5 13,755 54.3 −2,967 −7.2
鉄道業 2,000 82.5 1,282 79.4 −718 −3.1
道路旅客運送業 2,354 69.3 1,746 67.7 −608 −1.5
道路貨物運送業 9,059 58.3 8,337 48.9 −722 −9.4
郵便業（信書便事業を含む） 1,401 70.4 290 60.3 −1,111 −10.1

金融業，保険業 8,996 74.9 8,659 75.8 −337 0.9
銀行業 2,946 73.8 2,852 76.9 −94 3.1
協同組織金融業 1,131 74.0 1,013 74.4 −118 0.4
保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む） 3,892 72.5 3,973 72.9 81 0.3

不動産業，物品賃貸業 6,923 71.6 7,922 73.4 999 1.7
不動産取引業 1,189 69.1 1,351 74.5 162 5.3
不動産賃貸業・管理業 3,632 71.0 5,053 73.5 1,421 2.5
物品賃貸業 1,594 69.6 1,518 72.1 −76 2.5

学術研究，専門・技術サービス業 6,558 65.6 7,034 64.8 476 −0.8
専門サービス業（他に分類されないもの） 2,516 74.8 3,076 76.0 560 1.2
技術サービス業（他に分類されないもの） 2,941 62.7 3,274 61.9 333 −0.8

宿泊業，飲食サービス業 23,674 64.0 21,715 65.2 −1,959 1.2
宿泊業 3,263 63.6 2,603 60.8 −660 −2.7
飲食店 18,504 65.4 16,870 67.2 −1,634 1.8
持ち帰り・配達飲食サービス業 1,847 53.7 2,237 56.8 390 3.1

生活関連サービス業，娯楽業 12,615 64.7 10,340 64.7 −2,275 −0.1
洗濯・理容・美容・浴場業 6,395 65.2 5,509 66.8 −886 1.6
その他の生活関連サービス業 1,744 66.3 1,724 68.5 −20 2.2
娯楽業 4,439 63.4 3,107 59.5 −1,332 −3.9

教育，学習支援業 7,188 73.0 8,122 70.0 934 −2.9
学校教育 3,930 77.4 4,479 72.0 549 −5.5
その他の教育，学習支援業 3,258 68.3 3,643 67.8 385 −0.5

医療，福祉 30,480 60.4 37,512 61.8 7,032 1.4
医療業 16,513 57.5 18,216 59.0 1,703 1.5
社会保険・社会福祉・介護事業 13,627 63.9 18,862 64.6 5,235 0.7

複合サービス事業 2,285 57.2 3,296 67.0 1,011 9.8
協同組合（他に分類されないもの） 1,467 56.1 1,501 66.1 34 10.0

サービス業（他に分類されないもの） 22,381 72.6 23,722 73.0 1,341 0.4
廃棄物処理業 1,381 66.2 1,462 64.4 81 −1.8
自動車整備業 1,407 61.2 1,189 65.6 −218 4.4
機械等修理業（別掲を除く） 1,490 83.1 1,381 79.8 −109 −3.3
職業紹介・労働者派遣業 4,463 81.3 4,229 74.9 −234 −6.4
その他の事業サービス業 8,963 76.5 11,391 76.2 2,428 −0.4
政治・経済・文化団体 1,640 81.5 2,158 79.5 518 −2.0
宗教 1,588 55.9 1,568 53.7 −20 −2.3

（資料）総務省「経済センサス−活動調査」

図表Ⅱ-17
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　　　　　　 �開業率・廃業率（圏域及び構成市町）　平成24(2012)年
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（資料）総務省「経済センサス−活動調査」

　　　　　　 開業率・廃業率（圏域及び構成市町）　令和３(2021)年
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（資料）総務省「経済センサス−活動調査」
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　　　　　　 �圏域内の主要農作物別の販売額
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　　　　　　 圏域内の主要観光地別の観光客数
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（資料）香川県「香川県観光客動態調査報告」
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　　　　　　 �圏域内の観光名所一覧

市町 観光名所 市町 観光名所

高松市

屋島
玉藻公園
栗林公園
塩江温泉郷
公渕森林公園
さぬきこどもの国

小豆島町

寒霞渓
中山千枚田
醤の郷
小豆島オリーブ公園
天狗岩丁場
二十四の瞳映画村

さぬき市

平賀源内記念館
亀鶴公園
みろく自然公園
ドルフィンセンター
大串自然公園
津田の松原

三木町

虹の滝
太古の森
白山
高仙山
二本杉
静薬師庵
山大寺池と嶽山

東かがわ市

讃州井筒屋敷
とらまるパペットランド
安戸池
白鳥神社
大池オートキャンプ場
五名ふるさとの家

直島町

家プロジェクト
地中美術館
ベネッセハウスミュージアム
ふるさと海の家つつじ荘

土庄町

エンジェルロード
重岩
大坂城残石記念公園
土渕海峡

綾川町

滝宮天満宮
道の駅滝宮
柏原渓谷
高鉢山風穴

図表Ⅱ-21
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　　　　　　 �圏域内の歴史・文化財一覧

市町 歴史 文化財

高松市

源平合戦（屋島合戦）
四国八十八箇所霊場と遍路道
石清尾山古墳群
讃岐国分寺跡
法然寺

有形文化財176
無形文化財11
民俗文化財25
記念物50

さぬき市
津田古墳群
富田茶臼山古墳
四国八十八箇所霊場と遍路道

有形文化財63、無形文化財２
民俗文化財７、記念物35

東かがわ市
大坂峠
引田城跡
虎丸城跡

有形文化財45、無形文化財１
民俗文化財８、記念物14

土庄町
肥土山農村歌舞伎
虫送り

有形文化財40、民俗文化財17
記念物28、国認定重要美術品１

小豆島町
中山農村歌舞伎
小豆島八十八箇所霊場と遍路道

有形文化財130
無形民俗文化財７
有形民俗文化財８、記念物35
国認定重要美術館品１

三木町 大獅子
有形文化財６、民俗文化財１
記念物４

直島町 喜兵衛島製塩遺跡
有形文化財13、無形文化財１
民俗文化財１

綾川町
金比羅街道
讃岐うどん発祥地
滝宮の念仏踊

有形文化財７
登録有形文化財５、史跡２
民俗文化財３

図表Ⅱ-22
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　　　　　　 �圏域内の大学・高等専門学校の学生数� （単位：人）

大学 学部・学科 学生数

香川大学
（高松市）
　
　
　

教育学部 698
法学部 680
経済学部 1,134
工学部 29
創造工学部 1,449

香川大学
（三木町）
　

医学部 1,043
農学部 631
合計 5,664

香川県立保健医療大学
（高松市）

保健医療学部 361
合計 361

高松大学
（高松市）
　

発達科学部 283
経営学部 410
合計 693

高松短期大学
（高松市）
　

保育学科 113
秘書課 107
合計 220

せとうち観光専門職短期大学
（高松市）

観光振興学科 26
合計 26

徳島文理大学香川校
（さぬき市）
　
　
　

香川薬学部 252
保健福祉学部 421
理工学部 344
文学部 305
合計 1,322

香川高等専門学校
（高松市）
　
　
　

機械工学科 210
電気情報工学科 209
機械電子工学科 206
建設環境工学科 208
合計 833

（資料）香川県教育委員会ホームページ　（令和４年５月１日現在）

図表Ⅱ-23
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　　　　　　 �圏域内の大学の学生数（大学院）� （単位：人）

大学 学部・学科 学生数

香川大学
（高松市）
　
　
　
　
　
　
　

教育学研究科 38
法学研究科 12
経済学研究科 8
医学系研究科 223
工学研究科 139
農学研究科 125
創発科学研究科 136
地域マネジメント研究科 76
合計 757

香川県立保健医療大学
（高松市）

保健医療学研究科 38
合計 38

高松大学
（高松市）

経営学研究科 2
合計 2

徳島文理大学香川校
（さぬき市）
　
　

薬学研究科 6
工学研究科 23
文学研究科 4
合計 33

（資料）香川県教育委員会ホームページ　（令和４年５月１日現在）

　　　　　　 �香川県内卒業者の地域別大学進学先
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　　　　　　 圏域内の高等教育機関の卒業生・修了生の地域別就職先（進学者を除く）
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（資料）香川大学、香川県立保健医療大学、高松大学、徳島文理大学、高松短期大学、香川高等専門学校に確認

　　　　　　 香川大学の卒業生・修了生の就職先（進学者を除く）
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　　　　　　 香川県立保健医療大学の就職先
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　　　　　　 �圏域内の拠点病院等の状況

都市機能 市町 名称

地域がん診療
連携拠点病院

（厚生労働省指定）

高松市
香川県立中央病院
高松赤十字病院

三木町 香川大学医学部附属病院

救
急
病
院
等
（
県
指
定
等
）

第３次
高松市 ［第２次・第３次］香川県立中央病院

三木町 香川大学医学部附属病院（救急救命センター）

第２次

高松市

高松市立みんなの病院
高松赤十字病院
香川県済生会病院
屋島総合病院
りつりん病院
KKR高松病院
高松平和病院

さぬき市 さぬき市民病院

東かがわ市 香川県立白鳥病院

小豆島町 小豆島中央病院

三木町 香川大学医学部附属病院

綾川町 滝宮総合病院

第１次
高松市 高松市夜間急病診療所

さぬき市 大川地区小児夜間急病診察室

周産期母子
医療センター

高松市 高松赤十字病院

三木町 香川大学医学部附属病院

その他
（市立、町立病院）

高松市 高松市民病院塩江分院

さぬき市
さぬき市国民健康保険津田診療所
さぬき市国民健康保険多和診療所

直島町 直島町立診療所

綾川町
綾川町国民健康保険陶病院
綾川町国民健康保険綾上診療所
綾川町国民健康保険羽床上診療所

図表Ⅱ-29
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　　　　　　 �圏域内の主な文化・スポーツ・消費施設

都市機能 市町 名称

美術館・博物館・
資料館等

高松市

高松市美術館
高松市塩江美術館
高松市歴史資料館
高松市石の民俗資料館
高松市讃岐国分寺跡資料館
高松市香南歴史民俗郷土館
高松市菊池寛記念館
香川県立ミュージアム
瀬戸内海歴史民俗資料館
イサム・ノグチ庭園美術館
ジョージナカシマ記念館
四国村（四国民家博物館）
栗山記念館

さぬき市

さぬき市歴史民俗資料館
雨滝自然科学館
文化資料展示館
さぬき市へんろ資料館

東かがわ市

東かがわ市歴史民俗資料館
マーレリッコ
とらまる人形劇ミュージアム
手袋資料館
白鳥美術館

土庄町
豊島美術館
小豆島尾崎放哉記念館
土庄町尾崎放哉資料館

小豆島町
壺井栄文学館
マルキン醤油記念館

直島町
地中美術館
李禹煥美術館
ベネッセハウスミュージアム

大型文化芸術ホール

高松市
高松市文化芸術ホール（サンポートホール高松）
高松国分寺ホール
香川県県民ホール（レクザムホール）

さぬき市 源内音楽ホール（志度音楽ホール）

東かがわ市 東かがわ市交流プラザ

図表Ⅱ-30
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都市機能 市町 名称

大型文化芸術ホール
土庄町 土庄町立中央公民館

三木町 三木町文化交流プラザ（メタホール）

大規模図書館

高松市

高松市中央図書館
夢みらい図書館
牟礼図書館
香川図書館
国分寺図書館
香川県立図書館

さぬき市 志度図書館、寒川図書館

東かがわ市
東かがわ市立図書館
引田図書室

土庄町 土庄町立中央図書館

三木町 三木町文化交流プラザ（メタライブラリー）

綾川町
綾川町立生涯学習センター
綾上図書館

スポーツ施設
（市立、町立施設）

高松市
高松市総合体育館
高松市屋島競技場（屋島レクザムフィールド）
ほか45施設

さぬき市 体育館６、武道館４、プール１、その他グラウンド等５

東かがわ市
体育館・武道館５、プール１、野球場１、テニスコート４、
その他グラウンド等５、パークゴルフ場１

土庄町 体育館（土庄町総合会館等）９、その他グラウンド等９

小豆島町
体育館・武道館等（内海体育館等）７、プール２、
その他グラウンド等３

三木町

三木町総合運動公園（体育館・プール・野球場・屋内ゲート
ボール場・テニスコート・グラウンド各１、サッカー場２）、
体育館３、テニスコート１、柔剣道場１、
その他グラウンド２

直島町
直島町民会館、直島町西部公民館、
地域づくり人材育成センター、町民グラウンド、
直島中学校体育館、武道館

綾川町
体育館・武道館等２、プール１、野球場１、陸上競技場１、
テニスコート２、その他グラウンド等２施設

圏域データ
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都市機能 市町 名称

公園

高松市

中央公園
橘ノ丘総合運動公園
如意輪寺公園
峰山公園
仏生山公園
東部運動公園
さぬき空港公園
りんくうスポーツ公園
あじ竜王山公園

さぬき市
津田総合公園
長尾総合公園
志度総合運動公園

東かがわ市
白鳥中央公園
とらまる公園

土庄町

土庄町高見山公園
御影運動公園
大坂城残石記念公園
土庄町こどもさくら公園

小豆島町

内海総合運動公園
草壁児童公園
太陽児童公園
草壁港緑地

三木町 三木町総合運動公園（太古の森、ぼうけんパーク）

直島町

貴船公園
文教区公園
直島ダム公園
宮ノ浦公園、横防公園
南寺ポケットパーク
姫宮公園

綾川町

綾川町総合運動公園
綾川町ふれあい運動公園
綾川町横山農村運動ひろば
高山航空公園
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都市機能 種類 市町

大規模小売店

百貨店（5,000㎡以上） 高松市� １店

大型書店（5,000㎡以上） 高松市� １店

大型家電量販店（5,000㎡以上）
高松市� ４店
綾川町� １店

大型ショッピングセンター
（5,000㎡以上）

高松市� 20店
さぬき市� ２店
東かがわ市� ２店
土庄町� １店
三木町� ３店
綾川町� ２店

　　　　　　 圏域内の交通網

高速道路

一般国道

航路

JR

ことでん

土庄町

至 神戸港

さぬき市

小豆島町

三木町

直島町

綾川町

高松市

高松空港

東かがわ市

（注）航路のうち、「高松－小豆島（草壁）」と「高松－宇野」は運休中。
（資料）瀬戸内国際芸術祭ホームページ（令和６(2024)年１月15日アクセス）

図表Ⅱ-31

圏域データ
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　　　　　　 �構成自治体の医療施設の状況（令和３(2021)年）

構成自治体 一般病院数 一般診療所数 人口千人当たり
医療施設数

高　松　市 29 413 1.1

さ ぬ き 市 2 43 1.0

東かがわ市 3 20 0.8

土　庄　町 ー 10 0.8

小 豆 島 町 2 8 0.7

三　木　町 3 18 0.8

直　島　町 ー 4 1.3

綾　川　町 2 19 0.9

３市５町計 41 535 1.0
（注）人口は、総務省「令和２年 国勢調査」による
（資料）厚生労働省「令和３年 医療施設（動態）調査」

　　　　　　 �構成自治体の医師数の状況（令和２(2020)年）

構成自治体
医師数 人口1万人当たり医師数

総数 産婦人科 小児科 総数 産婦人科 小児科

高　松　市 1,207 43 58 28.9 1.0 1.4

さ ぬ き 市 74 1 4 15.7 0.2 0.9

東かがわ市 47 ー 2 16.6 ー 0.7

土　庄　町 5 ー ー 3.9 ー ー

小 豆 島 町 35 1 3 25.2 0.7 2.2

三　木　町 421 10 24 156.6 3.7 8.9

直　島　町 2 ー ー 6.4 ー ー

綾　川　町 64 2 2 28.2 0.9 0.9

３市５町計 1,855 57 93 32.4 1.0 1.6
（注）人口は、総務省「令和２年 国勢調査」による
（資料）厚生労働省「令和２年 医師・歯科医師・薬剤師調査」

図表Ⅱ-32

図表Ⅱ-33
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　　　　　　 �圏域内の介護を必要としている高齢者の割合

146,751 146,934 150,511 
156,578 160,833 

166,311 169,940 
172,832 175,108 176,811 177,743 

178,708 

29,182 30,632 32,058 33,291 34,242 
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160,000160,000
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平成23
（2011）

平成24
（2012）

平成25
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平成26
（2014）
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（2015）

平成28
（2016）

平成29
（2017）

平成30
（2018）

令和元
（2019）

令和2
（2020）

令和3
（2021）

（人）（人）

（年）

高齢者
人口

要介護（要支援）
認定者数

高齢者人口に占める
要介護（要支援）認定者の割合

（％）

（注）要介護（要支援）認定者数は、第１号被保険者（65歳以上の人）を対象
（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告」、総務省「住民基本台帳に基づく人口」

図表Ⅱ-34
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